
島 原 市 教 育 委 員 会

第 29号議案 島原、市社会教育乗員の委嘱について

第 30号議案 職務権限の特例に関する教育委員会の意見について

平成 2 5年 9月 3 日 定例会



第 2 9号議案

島原市社会教育委員の委嘱について

島原市社会教育委員に下記の者を委嘱する。

氏名 住所 (職場等) 電話番号 備考

石井 泰彦 ; 書学識経験

平成 2 5年 9月 3 日提出

島原、市教育委員会

教育長 宮原 照彦

提墨フ素麺出

島原、市社会教育委員条例第 2条及び第 3条の規定により、委員に委嘱

しようとするものである。

41



(参考)

○島原市社会教育委員条例 (抜粋)

(目的)
第 1条 社会教育法第 15条の規定に墓き社会教育の振興を図るため、本

市に社会教育委員 (以下 「委員」という。 ) を置く。

(定数等)
第 2条 委員の定数は、 11人以内とし、学校教育及び社会教育の関係者、

家庭教育 )ii上に資する活動を行 う者並びに学識誌愛読のノある者の午が

ノ、教育ノ委員会が委嘱する。

(任期)
第 3条 委員の任期は 2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者

の残任期間とする。
2 教育委員会は特別の事情があるときは任期中でも解任することがで

き る。

t、委員 の職務 )

冥 4 /」 委員は、島原市の社会教育に関し教育長を経て教育委員会もこ助

言するため次の職務を行う。
(1) 島原市の社会教育に関する諸計画を立案すること-
(2 ) 定時又は臨時に会議を開き教育委員会の諮問に応じこれに対して

意見を述べること。

(3 ) 前 2号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。
2 委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べる

ことがで きる。

コ 委員は、教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に関する特定の享
項について 社会 教育関係局体〉社会教育指導者その他関係考に対
し、助言 と指導を与えろことができる。
第 5条 この条例の施行について必要な事項は、教育委員会が定める。

○社会教育法 (抜粋)

(社会教育委員の構成)
第 15 条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。

2 社会教育委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上
に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から、教育委員会

が委嘱する。



島原市社会教育委員名簿

口 社会教育委員 (平成 2 5年 4月 1日から平成 2 7年 3月 31 日まで任期 2年)

董 氏名 住所 (職場等) i 電話番号 備 考

一12 加藤- 勝彦書. - 学識経験、

2 大町 罰副長葦, 亀
1 1亀, ; 学識経験

3 ピコキサ ー融自軍・
i l

亀 呈
ー l
i l

星 三
学識鰭経験

4 佐藤祭葵由紀重 電喜 雲
家歴教育

一, 村本 雅一 亀 雪
1 ,

l

1 祉会教育

0 岩村 長之
l
亘 曇 学核教育

7 金子 統一太郎 学識経験

8 肘ず井 稀容子 I 家庭教、育

9 大湯 健吾 i. 量
… l
・ I

社会教育

10 障吉瀬 孝春季 1 11 1
社会ゴ育

1I

1
石井泰彦書, 亀1 11 挙犠



第 3 0 号議フ栗

職務権限の特例に関する教育委員会の意見について

職務権限の特例に関する教育委員会の意見を求める。

キヨ 2 う年 9 月 3 ヨ発エ

ー-;原 爾 教 育 委′←i会

教育長 宮原 照彦

提案窪田
島原市議会の平成 2 5年 9月定例会にト禾呈された第 4 8号議案 「島原

市部設置条例の一部を改正する条例」の審議に際して、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第 2 4 条の 2第 2項の現-足に基づき、島原市

議会より本教育委員会の意見を求められたものである。
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《参 考》

○地方教育行政の組織及び逗営に関する法律 (抜粋)

(職務権限の特例)

第 24 条の 2 前 2条の規定にかかわらず、地方公共団体は、前条各号

に掲げるもののほか、条例のにヲめるところにより、当該濃ノ方公共所体

の長か 多べしつ各号こ掲げる教育に翼する事務のいずれか又なすべてを

管返 し、及び専行することとすることができる。

エ スポーツに関すること (学校における体育に関することを除く。)。

2。文化に関すること (文化財の保護 に関することを除く。た

2 地方公共団体の議会は、前項の条例の劃定又は改廃の議決をする前

,‐、当該地ノ万公共雨体の教育委員会の意見-を聴かなければならない


